
令和２年度

弥 富 市 下 水 道 事 業 会 計

予 算 に 関 す る 説 明 書

愛知県弥富市



１ 収　　入

予 定 額 備 考

１ 下水道事業 千円

収 益 1,020,438

１ 営 業 収 益 255,734

１ 下 水 道 使 用 料 160,000

２ 汚水処理施設使用料 95,734

２ 営 業 外 収 益 764,702

１ 受取利息及び配当金 2

２ 他 会 計 補 助 金 449,296

３ 消 費 税 及 び 42,828

地 方 消 費 税 還 付 金

４ 長 期 前 受 金 戻 入 270,569

５ 雑 収 益 2,007

３ 特 別 利 益 2

１ 過 年 度 損 益 修 正 益 2

２ 支　　出

予 定 額 備 考

１ 下水道事業 千円

費 用 906,103

１ 営 業 費 用 792,850

１ 管 渠 費 21,433

２ 処 理 場 費 103,560

３ 総 係 費 50,535

４ 流 域 下 水 道 97,622

管 理 運 営 負 担 金

５ 減 価 償 却 費 519,700

２ 営 業 外 費 用 111,845

１ 支 払 利 息 109,523

２ 普 及 促 進 費 2,322

３ 特 別 損 失 200

１ そ の 他 特 別 損 失 200

４ 予 備 費 1,208

１ 予 備 費 1,208

令和２年度弥富市下水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項

項款

目

目
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１ 収　　入

予 定 額 備 考

千円

１ 資本的収入 1,173,665

１ 企 業 債 602,700

１ 企 業 債 602,700

２ 分 担 金 及 び 1

負 担 金 １ 分 担 金 及 び 負 担 金 1

３ 補 助 金 390,260

１ 補 助 金 390,260

４ 他会計補助金 80,704

１ 他 会 計 補 助 金 80,704

５ 他会計出資金 100,000

１ 他 会 計 出 資 金 100,000

２ 支　　出

予 定 額 備 考

千円

１ 資本的支出 1,437,192

１ 建 設 改 良 費 1,161,074

１ 管 渠 建 設 改 良 費 1,011,249

２ 処 理 場 建 設 改 良 費 129,006

３ 流 域 下 水 道 20,819

建 設 費 負 担 金

２ 企業債償還金 276,118

１ 企 業 債 償 還 金 276,118

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項

款 項

目

目
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（単位：千円）

合算

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 115,419

減価償却費 519,700

引当金の増減額 2,676

受取利息及び受取配当金 △ 2

支払利息 109,523

未収金の増減額（△は増加） △ 58,129

未払金の増減額（△は減少） △ 66,904

長期前受補助金等戻入額 △ 270,569

小計 351,714

利息及び配当金の受取額 2

利息の支払額 △ 109,523

業務活動によるキャッシュ・フロー 242,193

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 1,057,145

補助金による収入 355,890

他会計繰入金による収入 80,704

負担金及び分担金による収入 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 620,550

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 602,700

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 277,407

他会計からの出資による収入 100,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 425,293

資金増加額（又は減少額） 46,936

資金期首残高 40,000

資金期末残高 86,936

令和２年度弥富市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）
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１　一　般　職

　　（１）　総　　括

報　　酬 給　　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 5 743 16,125 13,729 30,597 5,325 35,922

前 年 度 ― ― ― ― ― ― ―

比 較 5 743 16,125 13,729 30,597 5,325 35,922

期末手当 勤勉手当 扶養手当 児童手当 通勤手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

3,963 2,803 558 180 348

― ― ― ― ―

3,963 2,803 558 180 348

住居手当 地域手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

660 1,002 1,500 127 2,588

― ― ― ― ―

660 1,002 1,500 127 2,588

区　　分

本　年　度

前　年　度

比      較

時間外勤
務

手当

（人）

職員手当の内訳

区　　分

本　年　度

前　年　度

比      較

休日勤務
手当

退職手当
組合負担金

職員手当の内訳

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

区　分 職員数 共　済　費 合　　計 備　　考

給　　　　　　与　　　　　　費
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　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

職員数の異動状況

本年度 人 人 人

前年度 人 人 人

増減 人 人 人

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

　（３）　給料及び職員手当の状況

 ア　　職員１人当たり給与

 イ　　初任給

職員手当 13,729

給　 　料 16,125

退職手当組
合負担金

その他の増
減分

13,729

企業会計移行による

660

時間外勤務
手当

休日勤務手
当

127

2,588

区 分

平成３１年１月１日現在

平均給料月額 （円） ―

平均給与月額 （円） ―

平 均 年 齢 ―

高 校 卒 154,900 150,600

大 学 卒 188,700 182,200

区 分
一 般 行 政 職 国 の 制 度

（円）　 一 般 行 政 職 （ 円 ）

一 般 行 政 職

令和２年１月１日現在

平均給料月額 （円） 254,640

平均給与月額 （円） 305,250

平 均 年 齢 31 歳 11 月

2,803

180

制度改正に
伴う増減分 0

3,963

558

1,002

348

1,500

0

5 0 5

16,125 企業会計移行による

現に在職す
る職員数

その他

0

昇給に伴う
増加分

0

備 　　　　　考

（千円）　 （千円）

その他の増
減分

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳
説 明

計

5 0 5

0

給与改定に
伴う増減分

0
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ウ　　級別職員数

（等級別の基準となる職務）

次　長
部　長

副主幹 課　長

６級 ７級 ８級

一 般 行 政 職 主　事 主　事 主　任 主　査 課長補佐
課　長

区　    分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

１級

計

３級

２級

平成３１年１月１日現在

８級

７級

６級

５級

４級

２級 2 40.0

４級

５級 1 20.0

６級

区　　　　　分
一 般 行 政 職

級 職員数（人） 構成比（％）

令和２年１月１日現在

８級

７級

３級

１級 2 40.0

計 5 100.0
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エ　　昇給

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（Ｂ）／（Ａ） （％）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（Ｂ）／（Ａ） （％）

オ　　期末手当・勤勉手当

カ　　定年退職及び応募認定退職（１号）に係る退職手当

20 25 35

特 例 措 置

（2%～45%加算）

特 例 措 置

（2%～45%加算）

定年前早期退職

定年前早期退職

一般会計の
制度

（支給率等）
24.586875 33.27075 47.709 47.709

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

備　考
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

そ の 他 の

4.50 有

区    分
年勤務の者 年勤務の者 年勤務の者 最 高 限 度

前 年 度 ― ― ― ―

本 年 度 2.250 2.250 4.50 有

一般会計の
制度

2.250 2.250

備　　考
６月（月分） 12月（月分） （月分） 級等による加算措置

６号給

比 率

区    分
支給期別支給率 支給率計 階級上の段階、職務の

前

年

度

職 員 数 （Ａ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）

号 級 数 別 内 訳

３号給

４号給

５号給

４号給 5

２号給

５号給

６号給

区 分 一般行政職

本

年

度

職 員 数 （Ａ） 5

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） 5

号 級 数 別 内 訳

比 率 100.0

２号給

３号給
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キ   地域手当

ク　　その他の手当

通 勤 手 当 同

差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

一 般 会 計 の 指 定 基 準 に
6

基 づ く 支 給 率 （％）

区 分 一般会計の制度との異同

支 給 対 象 職 員 数 （人） 5

支 給 対 象 地 域 全　域

支 給 率 （％） 6
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（単位：千円）

１　固定資産

(1)　有形固定資産

イ　土地 399,338

ロ　建物 369,997

　　減価償却累計額 △ 10,775 359,222

ハ　構築物 15,804,309

　　減価償却累計額 △ 330,737 15,473,572

ニ　機械及び装置 620,508

　　減価償却累計額 △ 155,508 465,000

ホ　車両運搬具 68

　　減価償却累計額 - 68

ヘ　工具器具及び備品 93

　　減価償却累計額 △ 24 69

ト　建設仮勘定 -

16,697,269

(2)　無形固定資産

イ　施設利用権 773,279

773,279

17,470,548

２　流動資産

(1)　現金預金 86,935

(2)　未収金 97,301

△ 61 97,240

184,175

17,654,723

令和２年度弥富市下水道事業予定貸借対照表

資 産 の 部

（令和３年３月31日）

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３　固定負債

(1)　企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 7,768,187

ロ　その他の企業債 28,708

7,796,895

7,796,895

４　流動負債

(1)　企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 271,774

ロ　その他の企業債 4,342

276,116

(2)　未払金 12,460

(3)　引当金

イ　賞与引当金 2,336

ロ　法定福利費引当金 279

2,615

291,191

５　繰延収益

(1)　長期前受金

イ　受贈財産評価額 73,129

ロ　受益者負担金 242,435

ハ　国庫補助金 3,904,529

ニ　県補助金 3,817,734

ホ　一般会計補助金 2,416,688

10,454,515

(2)　収益化累計額

イ　受贈財産評価額 △ 1,623

ロ　受益者負担金 △ 7,087

ハ　国庫補助金 △ 79,272

ニ　県補助金 △ 124,666

ホ　一般会計補助金 △ 57,921

△ 270,569

10,183,946

18,272,032

長 期 前 受 金 合 計

流 動 負 債 合 計

収 益 化 累 計 額 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

負 債 の 部
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６　資本金 100,000

７　剰余金

(1)　資本剰余金

イ　県補助金 242,400

ロ　他会計補助金 80,238

322,638

(2)　利益剰余金

イ　当年度末処理欠損額 △ 1,039,947

△ 1,039,947

△ 717,309

△ 617,309

17,654,723

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 の 部
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（単位：千円）

１　固定資産

(1)　有形固定資産

イ　土地 399,338

ロ　建物 369,997

　　減価償却累計額 - 369,997

ハ　構築物 14,746,925

　　減価償却累計額 - 14,746,925

ニ　機械及び装置 502,459

　　減価償却累計額 - 502,459

ホ　車両運搬具 68

　　減価償却累計額 - 68

ヘ　工具器具及び備品 93

　  減価償却累計額 - 93

 　有形固定資産合計 15,619,542

(2)　無形固定資産

イ　施設利用権 795,935

795,935

16,415,477

２　流動資産

(1)　現金預金 40,000

(2)  未収金 39,172

- 39,172

79,172

16,494,649

令和２年度弥富市下水道事業予定開始貸借対照表
（令和２年４月１日）

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３　固定負債

(1)　企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 7,470,312

7,470,312

7,470,312

４　流動負債

(1)　企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 276,118

276,118

(2)　未払金 79,125

355,243

５　繰延収益

(1)　長期前受金

イ　受贈財産評価額 73,129

ロ　受益者負担金 242,434

ハ　国庫補助金 3,584,529

ニ　県補助金 3,783,133

2,235,985

9,919,210

9,919,210

17,744,765

６　資本金 -

７　剰余金

(1)　資本金剰余金

イ　県補助金 242,400

ロ　他会計補助金 80,238

322,638

(2)　利益剰余金

イ　当年度末処理欠損額 △ 1,572,754

△ 1,572,754

△ 1,250,116

△ 1,250,116

16,494,649

資 本 の 部

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 債 の 部

資 本 剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

ホ　一般会計補助金
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注記

１ 重要な会計方針

(1) 固定資産の償却の方法

ア 有形固定資産

減価償却の方法 定額法による

主な耐用年数

建物 ６年～50年

構築物 50年

機械及び装置 ９年～20年

車両運搬具 ５年

工具器具及び備品 ５年

イ 無形固定資産

減価償却の方法 定額法による

主な耐用年数

施設利用権 45年

(2) 引当金の計上方法

ア 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

イ 退職給付引当金

職員の退職手当は、愛知県市町村退職手当組合の負担金を除き、一般会計がその全額

を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上しない。

ウ 賞与引当金

職員の期末手当・勤勉手当の支給、及び当該支給に係る法定福利費の支出に備えるた

め、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月ま

での４か月分）を計上している。

(3) その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

ア 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜経理方式によっている。

２ 予定貸借対照表関連

(1) 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予

定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、 8,352,180千円である。

３ セグメント情報の開示

弥富市下水道事業会計は、公共下水道事業、農業集落排水事業の２つを報告セグメントとして

いる。
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(１)報告セグメントの概要

　下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営

方針を決定していることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメン

トとしている。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

(２)報告セグメントの概要

当年度（令和２年４月１日～翌年３月３１日） [単位：千円]

公共下水道事業 農業集落排水事業 合　　　計

事業区分 事業の内容

公共下水道事業 市街地及びその周辺地区から排出される汚水を排除する業務

農業集落排水事業 農村地区から排出される汚水を処理する業務

営業収益 145,454 87,031 232,485

営業費用 335,708 434,035 769,743

△ 347,004 △ 537,258

経常損益 164,774 △ 49,175 115,599

営業損益 △ 190,254

　特別利益 1 1 2

その他の項目

　一般会計繰入金 334,411 195,589 530,000

　減価償却費 199,406 320,294 519,700

セグメント資産 10,314,204 7,340,519 17,654,723

セグメント負債 11,073,750 7,198,282 18,272,032

　有形固定資産及び無形
　固定資産の増加額 739,474 197,548 937,022

　特別損失 100 100 200
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